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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第35期

第３四半期連結
累計期間

第36期
第３四半期連結

累計期間
第35期

会計期間
自　平成26年３月１日
至　平成26年11月30日

自　平成27年３月１日
至　平成27年11月30日

自　平成26年３月１日
至　平成27年２月28日

営業総収入 （千円） 21,950,820 22,139,821 28,726,245

経常利益 （千円） 241,032 211,420 278,808

四半期（当期）純利益 （千円） 211,036 97,853 225,186

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 232,809 97,845 250,367

純資産額 （千円） 1,996,033 2,063,318 2,014,900

総資産額 （千円） 10,899,556 12,224,240 10,801,058

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 4.28 1.98 4.56

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 18.3 16.9 18.7

 

回次
第35期

第３四半期
連結会計期間

第36期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成26年９月１日
至　平成26年11月30日

自　平成27年９月１日
至　平成27年11月30日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額(△)
（円） △0.01 0.15

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　営業総収入には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

（１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、政府による経済政策や金融緩和政策を受けて企業収益が拡

大したほか、円安を背景とした訪日外国人の増加によるインバウンド消費の拡大が続いていることで、サービ

ス・小売業を中心とした経済効果が見込まれており、雇用情勢や所得環境の改善など緩やかな回復基調で推移し

ました。しかしながら、円安による物価上昇の影響で個人消費の持ち直しの動きに遅れがみられるほか、中国の

景気減速や国際情勢不安に起因した世界経済の下振れ、深刻化する原油安による世界的なデフレに対する懸念な

ど、景気の先行きには不透明感が漂っております。

 

当社のセグメントの業績は次のとおりであります。

① コンビニエンス・ストア事業の概況

コンビニエンス・ストア業界におきましては、各チェーン間での提携・合併など再編の動きが活発化してお

り、大手３チェーンによる寡占化がさらに進むことで、店舗過多による過度な競合状況は一時的に緩和されて

いくものとみられますが、首都圏を中心とした出店意欲は衰えておらず、都心部などでは小型スーパーなども

交えた企業間競争は今後も続いていくものと思われます。また、カウンタードーナツなどの販売を強化するこ

とで、新規の顧客獲得に動いているほか、他チェーンとの差別化を図ることを目的とした異業種との業務提

携、ポイントカード会員の囲い込みなど、各種サービスの強化を行っております。

このような状況のもと、当社グループのコンビニエンス・ストア事業におきましては、買い物の楽しさを提

供するために、商品陳列棚を増やし品揃えの拡大を行い、直営店のメリットを生かした売れ筋商品の情報共有

を迅速に行うとともに、主力商品の発注量見直しによる販売機会損失の改善に取り組んでまいりました。

なお、当第３四半期連結累計期間末現在の加盟店を含む店舗数は112店舗となり、夏場以降も天候に恵まれ

たことなどから、既存店売上高前年比102.2％、既存店客数前年比101.6％と好調に推移しているほか、全店売

上高につきましても、８月以降は前年を上回って推移しております。

しかしながら、円安などによる原材料価格の高騰や、従業員採用コストの上昇が、今後のセグメント利益拡

大に影響を与える可能性があります。

この結果、当第３四半期連結累計期間における業績は、コンビニエンス・ストア事業収入166億61百万円

（対前年同期比0.8％増）、セグメント利益３億５百万円（対前年同期比71.0％増）となりました。

② マンションフロントサービス事業の概況

マンション業界におきましては、新築マンション市場において購入者に都心回帰の動きがみられるなど、都

心・好立地エリアの高額物件の販売が好調に推移し市場を牽引しておりますが、建築費の高騰による販売価格

の上昇に加え、景気の先行き不透明感から発売時期の先送りも見られ、首都圏の供給戸数は減少しておりま

す。

このような状況のもと、当社グループのマンションフロントサービス事業におきましては、イベント・カル

チャー教室の開催、カーシェアリングなど共用施設の付加価値サービスに加え、便利な食料品のお取り寄せや

正月のおせち料理の予約販売など、豊かで魅力的なマンションライフを提供すべく、顧客満足の向上に取り組

むとともに、パートを含めた全従業員に対し個人情報保護に関する教育を実施するなど、安心の確保に努めて

まいりました。

また、当期より人材ビジネスの拡大を視野に入れ、新たに人材派遣サービスを開始しております。長年にわ

たりマンションフロントサービスで培ってきた組織力や人材育成ノウハウを活かしながら、派遣対象者の募

集・研修を進めていくとともに、取引先のさらなる拡大を目指してまいります。

なお、当第３四半期連結累計期間末現在の総受託物件数は、新規受託マンション数は30件となる一方、解約

物件が32件となったことで865件となりました。また、新サービスを開始したことから先行経費負担が発生し

ているほか、前年上期に大型の備品販売の成約案件があった反動から、セグメント利益が減益となっておりま

す。
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この結果、当第３四半期連結累計期間における業績は、マンションフロントサービス事業収入42億22百万円

（対前年同期比0.3％減）、セグメント利益１億82百万円（対前年同期比17.8％減）となりました。

③ クリーニング事業の概況

クリーニング業界におきましては、衣料品の機能性向上と低価格化、服装のカジュアル化や団塊世代のリタ

イアの影響などを受けてクリーニングの需要は年々減少しており、近年のクリーニング業界を取り巻く経営環

境は厳しさを増しております。

このような状況のもと、当社グループのクリーニング事業におきましては、マンションフロントでの便利、

かつ、高品質のクリーニング取次ぎサービスを提供するほか、法人向けクリーニングでは社員寮や研修施設、

ホテル関連の新規案件を獲得するなど、取引先の拡大に取り組んでまいりました。また、自社工場と商品管理

センターによる、制服のクリーニングからメンテナンス、在庫管理までを一元管理するメリットを活かした

トータルサービスも引き続き好調に推移しております。また、ハウスクリーニングサービスでは提携先を関西

圏へ拡大し、特に年末に向けたお掃除代行サービスの引き合いを多くいただきました。

なお、ユニフォームの一元管理サービスの提供先企業の一部が、制服のリニューアルに合わせて洗濯や管理

の方法を変更した影響から、セグメント利益は減益となっております。

この結果、当第３四半期連結累計期間における業績は、クリーニング事業収入９億７百万円（対前年同期比

4.3％減）、セグメント利益41百万円（対前年同期比20.6％減）となりました。

④ その他事業の概況

その他事業におきましては、「日常生活の便利さを提供できる会社になりたい」という企業理念のもと、基

盤としておりましたコンビニエンス・ストア事業のみに注力することなく、新たなサービスの開発や提供に努

めております。

その他事業として運営しております宿泊サービスは、訪日外国人観光客数が過去最高を更新しているなか

で、東京都心部を中心に引き続き需要が増加することが見込まれている現状を好機と捉え、当期より事業の拡

大に取り組んでおります。

平成21年秋に開業し、現在運営しておりますビジネスホテル「ＣＶＳ・ＢＡＹ　ＨＯＴＥＬ」におきまして

は、ＪＲ京葉線の市川塩浜駅に隣接し利便性の高い立地であることなどを評価いただき、稼働率は順調に推移

しております。なお、週末や繁忙期に発生していた満室による機会損失を解消すべく、平成27年12月中旬に隣

接地に新館を開業し、本館と併せて提供客室数が約1.5倍に拡大いたしました。新館では従来よりもゆとりの

ある部屋を提供することで、より高価格帯での販売を進めてまいります。

また、新たな宿泊サービスとして、東京都中央区にてユニット型宿泊施設を開業いたしました。１軒目とな

る「東京銀座ＢＡＹ　ＨＯＴＥＬ」を平成27年７月下旬に、２軒目となる「東京日本橋ＢＡＹ　ＨＯＴＥＬ」

を平成27年12月上旬に開業しております。「東京銀座ＢＡＹ　ＨＯＴＥＬ」にて、特に観光客や女性のお客様

から好評の和モダンを基調とした内装、ゆとりある共有休憩スペースやパウダールームなどの設備を「東京日

本橋ＢＡＹ　ＨＯＴＥＬ」に継承しており、同様のコンセプトで平成28年１月下旬に開業予定の「日本橋室町

ＢＡＹ　ＨＯＴＥＬ」を合わせ、約600ユニット規模でサービスを提供してまいります。

ユニット型宿泊施設として３軒目となる「東京有明ＢＡＹ　ＨＯＴＥＬ」を平成27年12月下旬に東京都江東

区にて開業しております。当施設では、近隣イベント会場にお越しのお客様のご利用を想定し、シックで清潔

感のある内装のほか、駐車場を備えているため、お車でのご来店も可能になっております。

今後も新たな需要の拡大に努めるほか、宿泊プランやサービス内容を充実させ、顧客満足度の向上に一層努

めていくことで「ＢＡＹ　ＨＯＴＥＬ」ブランドの価値向上に取り組むとともに、客室稼働率や単価の向上に

よる収益拡大に努め、施設数の拡大を目指してまいります。なお、当期は開業前賃料の支払いや、各種開業費

用が先行して発生していることから、通期におけるセグメント利益は苦戦することを見込んでおります。

この結果、当第３四半期連結累計期間における業績は、その他事業収入４億86百万円（対前年同期比24.3％

増）、セグメント利益40百万円（対前年同期比53.4％減）となりました。

 

以上の施策の結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間における業績は、営業総収入221億39百万円

（対前年同期比0.9％増）、営業利益２億11百万円（対前年同期比2.6％増）、経常利益２億11百万円（対前年同

期比12.3％減）、四半期純利益97百万円（対前年同期比53.6％減）となりました。
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（２）財政状態の分析

（資産）

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べて14億23百万円（13.2％）増加

し、122億24百万円となりました。その主な内訳は、現金及び預金が70百万円、商品が76百万円それぞれ増加

したことなどにより流動資産が２億58百万円増加し、また、宿泊サービスの事業拡大により、建設仮勘定が８

億88百万円、建物が２億96百万円、工具器具備品が１億11百万円それぞれ増加した一方、不動産の売却により

土地が１億６百万円減少したことなどにより、固定資産が11億64百万円増加したことであります。

（負債）

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べて13億74百万円（15.6％）増加

し、101億60百万円となりました。その主な内訳は、１年内返済予定の長期借入金が18億42百万円、未払消費

税等が２億80百万円それぞれ減少した一方、短期借入金が４億円増加したことなどにより流動負債が16億７百

万円減少し、また、長期借入金が29億67百万円増加したことなどにより、固定負債が29億82百万円増加したこ

とであります。

なお、１年内返済予定の長期借入金に関しては、長期借入金に借換えを実行しております。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べて48百万円（2.4％）増加し、20

億63百万円となりました。その主な内訳は、剰余金の配当を行ったほか、四半期純利益を97百万円計上したこ

とであります。

 

（３）店舗数（直営店及び加盟店の合計店舗数）の状況

地域別
当第３四半期連結会計期間末

（平成27年11月30日）

東京都 69( 3)

千葉県 42( 1)

神奈川県 1(－)

合計 112( 4)

（注）１　（　）内は内書きで加盟店の店舗数であります。

２　上記店舗数には、連結子会社である株式会社エフ．エイ．二四及び株式会社アスクの店舗は含まれておりま

せん。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 90,000,000

計 90,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）

（平成27年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年１月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 50,640,000 50,640,000
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 50,640,000 50,640,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成27年９月１日～

平成27年11月30日
－ 50,640,000 － 1,200,000 － 164,064

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】
 

平成27年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,275,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 49,344,000 49,344 －

単元未満株式 普通株式 21,000 － －

発行済株式総数 50,640,000 － －

総株主の議決権 － 49,344 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株（議決権４個）

含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式934株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年11月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

（株）シー・ヴイ・エス・ベイエリア
千葉県浦安市美浜

一丁目９番２号
1,275,000 － 1,275,000 2.52

計 － 1,275,000 － 1,275,000 2.52

（注）　上記以外に自己名義所有の単元未満株式934株を保有しております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社シー・ヴイ・エス・ベイエリア(E03372)

四半期報告書

 7/18



第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年９月１日から平

成27年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年３月１日から平成27年11月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、優成監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(平成27年２月28日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,084,810 2,155,085

加盟店貸勘定 4,966 3,382

売掛金 484,498 488,590

有価証券 384,915 429,309

商品 487,262 563,710

その他 329,750 394,204

貸倒引当金 △1,108 △992

流動資産合計 3,775,095 4,033,291

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 846,563 1,142,796

土地 1,758,928 1,652,679

その他（純額） 53,507 1,053,023

有形固定資産合計 2,658,999 3,848,498

無形固定資産   

のれん 307,052 258,708

その他 53,278 61,804

無形固定資産合計 360,331 320,512

投資その他の資産   

投資有価証券 230,429 187,774

長期貸付金 105 160

敷金及び保証金 921,920 992,364

投資不動産（純額） 2,669,661 2,644,736

その他 188,416 200,803

貸倒引当金 △3,900 △3,900

投資その他の資産合計 4,006,632 4,021,937

固定資産合計 7,025,963 8,190,949

資産合計 10,801,058 12,224,240
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(平成27年２月28日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年11月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 257,664 308,262

短期借入金 1,700,000 2,100,000

1年内返済予定の長期借入金 2,205,033 362,640

未払金 465,238 562,688

未払法人税等 80,884 133,242

預り金 2,098,069 2,067,392

賞与引当金 74,160 42,947

店舗閉鎖損失引当金 302,326 225,328

資産除去債務 22,589 25,304

その他 565,526 336,016

流動負債合計 7,771,491 6,163,824

固定負債   

長期借入金 277,525 3,245,395

退職給付に係る負債 100,490 112,719

長期預り保証金 352,584 357,950

資産除去債務 273,517 271,432

その他 10,550 9,600

固定負債合計 1,014,667 3,997,097

負債合計 8,786,158 10,160,921

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,200,000 1,200,000

資本剰余金 164,064 164,064

利益剰余金 759,732 808,221

自己株式 △124,333 △124,397

株主資本合計 1,999,464 2,047,889

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 15,436 15,428

その他の包括利益累計額合計 15,436 15,428

純資産合計 2,014,900 2,063,318

負債純資産合計 10,801,058 12,224,240
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年３月１日
　至　平成26年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年11月30日)

売上高 16,159,225 16,297,893

営業収入   

加盟店からの収入 107,598 65,363

その他の営業収入 5,683,997 5,776,564

営業収入合計 5,791,595 5,841,927

営業総収入合計 21,950,820 22,139,821

売上原価 15,707,836 15,815,314

営業総利益 6,242,983 6,324,506

販売費及び一般管理費 6,037,024 6,113,207

営業利益 205,959 211,299

営業外収益   

受取利息 267 242

受取配当金 16,886 9,835

有価証券運用益 36,267 －

投資事業組合運用益 － 316

不動産賃貸料 273,115 253,958

その他 20,424 15,974

営業外収益合計 346,962 280,326

営業外費用   

支払利息 33,703 31,653

有価証券運用損 － 9,089

投資事業組合運用損 20,267 －

不動産賃貸費用 251,996 234,202

その他 5,921 5,260

営業外費用合計 311,889 280,205

経常利益 241,032 211,420

特別利益   

資産除去債務消滅益 30,448 －

店舗閉鎖損失引当金戻入額 45,960 4,862

固定資産売却益 38 36,654

特別利益合計 76,447 41,517

特別損失   

店舗閉鎖損失 5,453 2,101

減損損失 22,662 －

その他 197 －

特別損失合計 28,314 2,101

税金等調整前四半期純利益 289,165 250,836

法人税等 78,128 152,982

少数株主損益調整前四半期純利益 211,036 97,853

四半期純利益 211,036 97,853
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年３月１日
　至　平成26年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年11月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 211,036 97,853

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 21,772 △7

その他の包括利益合計 21,772 △7

四半期包括利益 232,809 97,845

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 232,809 97,845
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【注記事項】

（会計方針の変更等）

（会計方針の変更）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて第１四半期連結会計期間から適用しておりますが、簡便法を適用しているため、退職給付債務及び勤

務費用の計算方法の見直しによる変更はありません。

この結果、当第３四半期連結累計期間の損益及び利益剰余金に与える影響はありません。

 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び連結子会社は、従来、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）以外の有形固定資産

及び投資不動産（リース資産を除く）の減価償却の方法について定率法を採用しておりましたが、第１四半期連結

会計期間より定額法へ変更しております。

この変更は、ホテル事業の拡大や新たな宿泊サービスへの参入に向けた設備投資を契機に、有形固定資産の使用

実態を見直した結果、当社及び連結子会社の有形固定資産に対する投資効果が使用期間内にわたり平均的かつ安定

的であると見込まれることから、取得原価を均等に期間配分することが合理的であると判断したことによるもので

あります。

この変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業総利益が1,605千円、営業利益が

41,046千円、経常利益及び税金等調整前四半期純利益が43,369千円それぞれ増加しております。
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（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

税金費用の計算

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、見積実効税率を使用できない場合には、法定実効税率を使用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

当座貸越契約にかかる借入金未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年２月28日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年11月30日）

当座貸越極度額の総額 3,700,000千円 4,500,000千円

借入実行残高 1,700,000 2,100,000

差引額 2,000,000 2,400,000

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。
 

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年３月１日
至 平成26年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年３月１日
至 平成27年11月30日）

減価償却費 72,843千円 82,206千円

のれんの償却額 48,344千円 48,344千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年３月１日　至　平成26年11月30日）

配当に関する事項

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年３月１日　至　平成27年11月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年４月８日

取締役会
普通株式 49,364 1.00 平成27年２月28日 平成27年５月11日 利益剰余金

 

EDINET提出書類

株式会社シー・ヴイ・エス・ベイエリア(E03372)

四半期報告書

14/18



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年３月１日　至　平成26年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
コンビニエ
ンス・スト
ア事業

マンション
フロント
サービス
事業

クリーニン
グ事業

その他事業

営業総収入        

外部顧客への
営業総収入

16,525,943 4,101,397 932,744 390,733 21,950,820 － 21,950,820

セグメント間の
内部営業総収入
又は振替高

－ 132,507 15,515 900 148,923 △148,923 －

計 16,525,943 4,233,905 948,260 391,633 22,099,743 △148,923 21,950,820

セグメント利益 178,501 222,399 51,939 87,070 539,911 △333,951 205,959

（注）１　セグメント利益の調整額△333,951千円には、セグメント間取引消去5,104千円及び、各報告セグメントに配

分していない全社費用△339,056千円が含まれております。全社費用は、主に管理部門の人件費及び一般管

理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

「コンビニエンス・ストア事業」セグメントにおいて、固定資産の減損損失を計上しております。なお、当該

減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては22,662千円であります。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年３月１日　至　平成27年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
コンビニエ
ンス・スト
ア事業

マンション
フロント
サービス
事業

クリーニン
グ事業

その他事業

営業総収入        

外部顧客への
営業総収入

16,661,275 4,093,645 898,817 486,081 22,139,821 － 22,139,821

セグメント間の
内部営業総収入
又は振替高

－ 128,839 8,406 900 138,146 △138,146 －

計 16,661,275 4,222,485 907,224 486,981 22,277,967 △138,146 22,139,821

セグメント利益 305,157 182,879 41,214 40,588 569,839 △358,540 211,299

（注）１　セグメント利益の調整額△358,540千円には、セグメント間取引消去5,204千円及び、各報告セグメントに配

分していない全社費用△363,745千円が含まれております。全社費用は、主に管理部門の人件費及び一般管

理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

３．報告セグメントの変更等に関する事項

「会計方針の変更等」に記載のとおり、当社及び連結子会社は、従来、平成10年４月１日以降取得した建物

（建物附属設備を除く）以外の有形固定資産及び投資不動産（リース資産を除く）の減価償却の方法について定

率法を採用しておりましたが、第１四半期連結会計期間より定額法へ変更しております。

この変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間のセグメント利益が、「コンビニエンス・

ストア事業」で7,489千円、「マンションフロントサービス事業」で305千円、「クリーニング事業」で1,343千

円、「その他事業」で30,663千円それぞれ増加しております。また、「調整額」に含まれる全社費用が1,245千

円減少しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年３月１日
至　平成26年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年３月１日
至　平成27年11月30日）

１株当たり四半期純利益金額 4.28円 1.98円

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 211,036 97,853

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 211,036 97,853

普通株式の期中平均株式数（株） 49,364,561 49,364,284

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

　　　　平成28年１月13日
株式会社シー・ヴイ・エス・ベイエリア

取　締　役　会 御 中

 

　　 　　優　成　監　査　法　人
 

指  定  社  員
公認会計士

 
　小 松 亮 一

業 務 執 行 社 員  

    

指  定  社  員
公認会計士

 
　小 野  潤

業 務 執 行 社 員  

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
る株式会社シー・ヴイ・エス・ベイエリアの平成27年３月１日から平成28年２月29日までの連結会計年
度の第３四半期連結会計期間（平成27年９月１日から平成27年11月30日まで）及び第３四半期連結累計
期間（平成27年３月１日から平成27年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連
結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを
行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠

して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社シー・ヴイ・エス・ベイ
エリア及び連結子会社の平成27年11月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累
計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな
かった。
 

強調事項
会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載されているとおり、会社及び連

結子会社は、従来、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）以外の有形固定資産及
び投資不動産（リース資産を除く）の減価償却方法について、定率法を採用していたが、第１四半期連
結会計期間より定額法に変更している。
当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
以　上

(注)１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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